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第一章 研究の背景と目的 

 

 

１－１ 背景 

 

環境評価に関する研究は１９７０年代から行われてきている。日本においては１９９

０年前後あたりから都市計画、環境経済学の分野において地域の環境評価に関する研究

が盛んになされてきた。地域の環境として評価される対象はさまざまあり、大気汚染、

水質、騒音、振動、廃棄処分処理場、原子力発電所、景観、地域コミュニティ、公共施

設などが挙げられる。 

都市政策・計画においてどのような環境構成要素が環境として価値のあるものかを把

握しておくことは重要であり、環境評価の研究は数多く行われてきているが、ある地域

に存在するものはどのようなものでも広義の意味で環境の一部であることを考えると

まだ評価されていないものは多く残されている。また、すでに評価されている対象に対

しても評価方法として技術的な改良を加え、精度を上げた評価が必要とされているもの

もある。 

 

 

１－２ 研究対象と目的 

ある地域に存在するものはどんなものでも広義の意味で環境の一部と考えることが

でき、そこに住む人であっても住環境の一部として捉えることができる。ある地域に住

む住人や世帯もその地域の住み心地やイメージなどの環境を形成する重要な要素であ

るが、日本において住人・世帯を環境と捉えて対象とした研究はほとんどなされていな

いというのが現状である。 

住人がもつ属性はさまざまあるが、特定の属性をもった住人が集まることで（もしく

は集まらないことで）住環境として価値のある環境が生じるのではないかと考えられる。 

また、どのような条件のもとに集まるかによってもその価値は変動すると考えられる。

（例えば、高齢者の多い地域とそれ以外の地域では環境として若者が多くいるという事

情の影響は同じではないと考えられる。）住人属性・世帯属性の環境としての価値は絶

対的なものではなく、その価値は地域の条件によって決まると予測される。 

本研究では、東京都２３区を対象地とし、住人・世帯を住環境の一部として捉え、地

域の住人属性・世帯属性1を対象としてその価値を評価する。つまり、どのような属性

をもった住人・世帯がどのような条件のもとにある地域に集まると住環境として価値が

                                                   
1 住人・世帯がもつ年齢、職業、配偶者の有無、持ち家の有無、核家族かどうかといった住人・世帯がもつ属性を住人

属性・世帯属性と定義する。 
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生じるのかを分析し、都市政策・都市計画においての指針となることを目指す。 

 

 

１－３ 本研究の位置づけと構成 

背景で少し触れたが、環境評価に関する研究として、さまざまな対象が研究されてい

る。国内の研究においては、地域コミュニティーを対象として、その経済的価値を評価

したものとして高井（2012）の研究、農林地の環境としての価値を評価したものとし

て西沢ら（1991）の研究、水田の外部経済効果を評価しようとした渡邉・浅野（2002）

の研究、景観が不動産価格に与える影響を分析したものとして足立（2008）、平尾（2009）

の研究がある。また、環境として負の価値を計測した研究がある。都市交通の騒音及び

振動を貨幣換算したものとして肥田野ら（1996）や災害リスクがあることが地価にど

れだけの影響があるかを分析したものとして岡川ら（2011）の研究がある。海外の文

献では大気汚染を対象とした V. Kerry Smith and Cliff. J. Huang (1993)の研究がある。 

さらに、公共事業は透明性が求められるためその効果がどの程度あるのかということを

定量的に把握する必要があるが、そういった文脈において公共施設の便益評価に関する

ものとして田中（1999）、唐鎌（2009）の研究がある。 

本研究はこれまでの環境評価の研究に連なるものであり、そのような研究の中で住人

属性・世帯属性を対象としてその経済的価値を評価しようとした研究はなく、そこに本

研究の新規性があると言える。 

本研究では、二章においてヘドニック・アプローチによる東京都 23 区すべてを対象

とする住人属性・世帯属性の経済的価値分析を行う。三章では条件付けを行なった場合

のヘドニック・アプローチによる分析を行う。具体的には、高齢者が多い地域、核家族

世帯が多い地域、居住専用地域の３つの条件における分析を行う。四章ではグレンジャ

ーの因果性検定を用いて住人属性・世帯属性と地価との間の因果関係を分析する。つま

り、地価の変化にともなってその土地周辺の住人属性・世帯属性が変化するのか、ある

いは住人属性・世帯属性の変化によって地価が変動するのかを分析する。 
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二章 環境としての住人属性・世帯属性の価値分析 

 

 

２－１ 環境（非市場財）の評価手法 

この節では主な環境評価手法をまとめる。 

主な評価手法として，代替法 (Environmental Surrogates Methods)， トラベルコス

ト法 (Travel Cost Method) ，ヘドニック・アプローチ (Hedonic Approach) ， CVM 

(Contingent Valuation Method) ，コンジョイント分析 (Conjoint Analysis)の５つが

ある。 

 

 

２－１－１ 代替法(Environmental Surogates Methods) 

非市場財をそれと同じ機能を持つと考えられる市場財で代替し、非市場財を評価しよ

うとする方法である。例えば、森林の保水機能を評価するさいに、ダムの保水機能でそ

の機能を代替してダムにかかる費用で森林の保水機能を評価するといったものである。 

この評価法のメリットとしては、適切な代替財が存在すれば比較的容易に非市場財の価

値を評価することが可能であることがいえる。 

しかし、その反面、代替財が存在しない場合はこの方法は使用できないことや、代替

財として選んだ財が本当に適切な代替財なのかどうかという判断が難しいということ

が挙げられる。 

 

 

２－１－２ トラベルコスト法(Travel Cost Method) 

この手法は、レクリエーション機能として非市場財を評価するものである。公園や緑

地や海岸などの価値をそこへ訪問するためのコストと訪問回数のデータを個人にアン

ケートし、そこから需要関数を求め、消費者余剰を測定するものである。 

この手法の問題点としていくつか指摘されているものがある。まず、アンケート調査

の対象者として、評価対象である場所を訪問している人のみで良いのかどうか。次に問

題になるのが、一度の旅行でいくつかの目的地をまわる場合である。いくつかの目的地

のうちの一つとして評価対象である場所を訪れるという場合、旅行全体のコストは容易

に知ることができるが、純粋に評価対象の場所を訪れるためのコストを算出することが

困難である。最後に評価対象の場所までかかる時間もコストとして考慮すべきであるが、

かかる時間をどのようにコストに換算するかということについて見解が分かれている

ことが挙げられる。 
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２－１－３ CVM(Conjoint Analysis) 

非市場財の質が改善された場合に支払っても良いと思える金額、あるいは財の質が悪

化した場合に低下した効用水準に見合う金額をアンケート対象者から直接聞き出すと

いう方法である。トラベルコスト法と同様でアンケート調査をもとに非市場財の価値を

評価するものであるが、対象者から直接に非市場財の価値を金額として聞き出すという

点で大きく違っている。アンケート調査の結果から容易に価値を推定できる。また、こ

の手法はどのような非市場財に対しても適用でき、なおかつ多くの市民の意見を得られ

るため、政策的にも好まれている。 

デメリットとしてアンケート対象者次第で結果に大きな歪みが生じる可能性がある

ことが挙げられる。また、評価対象が環境などの非市場財であった場合、環境を保全す

ることはよいことであるといった倫理的なバイアス2がかかり、アンケート対象者が実

際よりも高く評価してしまうことがあると言われている。 

 

 

２－１－４ コンジョイント分析 (Conjoint Analysis) 

コンジョイント分析とはもともと計量心理学と統計学の分野で発展してきた手法で

あり、製品評価手法として使用されてきた。その後 1990 年頃から環境経済学の分野で

注目され始め、環境を評価する手法として発展してきた。コンジョイント分析では、人

は財全体として効用を得るだけでなく、財を構成するさまざまな特性からも効用を得て

いると考え、財を構成する各特性に分割し、それぞれの特性の評価額を算出することで

財全体を評価するという方法である。 

しかしながら、この手法を用いて環境を評価しようとする場合に問題点がある。それ

はある環境をその環境がもつ特性に分割し、それぞれの評価額を算出したとして、その

算出額の和が環境の価値にならないのではないかということである。環境はひとつの総

体として価値をもち、そもそも「環境＝分割された環境の特性の束」という構図になら

ないのではないかということが指摘されている。 

 

 

２－１－５ ヘドニック・アプローチ（Hedonic Approach） 

ヘドニック・アプローチは代理市場（例えば、住宅、土地市場など）から非市場財の

価値を推定するものである。ここでは代理市場を土地市場として説明する。この手法は

環境改善または悪化が土地の価格に反映されるというキャピタリゼーション仮説に基

づいている。つまり、土地の備えるさまざまな属性（最寄駅までの距離、都心までの距

離、容積率、周辺施設へのアクセスなど）の価値が土地の価格に反映されるというもの

                                                   
2 バイアスを回避するための研究は今日まで行われており、適切な方法における評価は信頼できるものであると言える。 
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である。 

土地の価格を土地の備える属性に回帰させることで、それぞれの属性の環境としての価

値を評価するものであり、具体的には市場価格関数もしくは付け値関数を推定すること

により評価する手法である。以下は市場価格関数と付け値関数の説明である。 

土地の特性ベクトルをℎ = (ℎ1, … , ℎ𝑛)とすると市場価格関数は p(h)と書ける。土地の

需要者と供給者はこの関数をもとに最適な行動をとる。需要者は自分に合った最適な特

性ベクトルをもった土地を選択する。この行動は以下のように効用関数と予算制約式に

より zと hについて最大化する問題に帰着できる(zは土地以外のすべてを含む合成材)。 

𝑚𝑎𝑥𝑈(𝑧, ℎ) 

𝑠𝑡. 𝑦 = 𝑧 + 𝑝(ℎ) 

 

この最大化問題の解は無差別曲線と予算制約式の接点となる（図２－１）。 

 

 

図２－１ 効用関数と予算制約線 

 

 

次に、付け値関数と市場価格関数、オファー価格関数と市場価格関数の関係を考える

（図２－２）。付け値関数は需要者（消費者）がある効用水準 u を満たそうとするとき、

特性 h をもつ土地に支払っても良いと思える最高の価格を表したものであり、

z

h

y 
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𝜃(ℎ; 𝑦, 𝑢∗)と表すことができる。市場均衡の状態では市場価格関数と付け値関数の接点

が需要者の最適解になる。また、市場にはさまざまな好みをもった需要者がいることを

考慮すると、効用関数はある需要者の好みを𝛼1とし、U (z, h ; 𝛼1)と表すことができる。

需要者の好みの数だけ付け値関数が存在し、付け値関数は市場価格関数の下からの包絡

線になる。オファー価格関数と市場価格関数の関係も同様に考えることができる。オフ

ァー価格関数は供給者が達成しなければならない利潤πを満たそうとするとき、特性 h

をもつ土地に対して提示できる最低の価格である。オファー価格関数と市場価格関数の

接点が供給者の最適解であり、市場価格関数はオファー価格関数の上からの包絡線であ

る。 

土地のもつ特性 h を付け値関数により評価することがベストであるが、実際には付け

値関数を求めることが困難なことが多く、市場価格関数を用いることが多い。市場価格

関数を用いると過大評価になることが問題点としてあげられる。 

 

 

図２－２ 市場価格関数と付け値関数とオファー関数の関係 

 

 

市場価格関数として線形モデルを選んだ場合、以下のように定式化できる。 

p

h

P(z)
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𝑝 =  𝑎0 +  𝑎1ℎ1 + 𝑎2ℎ2 + ⋯ + 𝑎𝑛ℎ𝑛 + 𝜖 

p: 土地の価格 h: 土地のもつ特性 ϵ: 誤差項 

 

最小二乗法を用いることによりパラメーターの推定を行うことができ、そこからそれぞ

れの特性を評価することが可能である。パラメーターの推定に関してひとつ注意点があ

り、変数が多い場合に多重共線性が生じる可能性があるということである。説明変数間

で相関の高い変数は多重共線性を引き起こす原因となることがあり、パラメーターの推

定が安定しないことがある。多重共線性の有無を確認する指標として VIF(Variance 

Inflation Factor) があるが、変数間の VIF がある値を超えると変数から外す必要がある

という明確な基準があるわけではない。文献によってさまざまであるが、共通に言える

こととして VIF が１０を超えるとほぼ確実に分析結果に歪みを生じさせるということ

が言える。 

 

 

 

２－２ ヘドニック・アプローチによる分析１ 

前節では環境評価手法として主なものを５つ紹介した。その中で本研究ではヘドニッ

ク・アプローチを評価手法として採用する。 

この章では、ヘドニック・アプローチを用いて住人属性・世帯属性の経済的価値を分

析するが、その前段階としてこの節では一般的に地価の説明に使用される変数のみを用

いた場合を考える。 

 

 

２－２－１ ヘドニック・アプローチにおいて一般的に使用される説明変数 

本研究の目的は住人属性・世帯属性の価値を評価することにあるが、地価の説明にお

いて重要な変数が抜けてしまうと住人属性・世帯属性に関する変数を加えた際にそれら

の変数が代理変数として機能してしまうということが起こってしまう。過去の文献で共

通に地価の説明変数として使用されるものとして、「最寄駅までの徒歩時間」、「都心ま

での距離」、「土地の面積」、「容積率」、「用途地域ダミー」、「行政区ダミー」、「沿線ダミ

ー」があげられる。 

住人属性・世帯属性がモデルの中で代理変数としてはたらくことを防ぐため、本研究

においてさらに「バス停数」、「医療施設数」、「公共施設数（教育関連施設）3」、「公共

施設数（文化関連施設）4」、「その他の公共施設数5」、「福祉施設数（幼児関連）6」、「福

                                                   
3 国による公共施設の小分類において、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、高等教育学校に分類される施設。 

4 国による公共施設小分類において、美術館、資料館、博物館、記念館、博物館、科学館、図書館、水族館、動物園に
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祉施設数（高齢者関連）7」、「その他の福祉施設数8」、「商業施設床面積」を変数として

追加した。最終的に地価の説明変数として表２－１に記したものを使用した。 

 

 

表２－１ 地価の説明に一般に使用される説明変数 

説明変数 内容 

土地面積 各土地の面積（㎡）の対数値 

最寄駅までの徒歩時間 各土地から最寄りの鉄道駅までの徒歩時間(分） 

都心距離 各土地から東京駅までの直線距離(m)の対数値 

容積率 各土地の容積率の対数値 

バス停数 各土地から 400m 圏内にあるバス停数 

医療施設数 各土地から 800m 圏内にある医療施設数 

公共施設数(教育関連） 各土地から 800m 圏内にある教育施設数 

公共施設数(文化関連） 各土地から 800m 圏内にある文化施設数 

その他の公共施設数 各土地から 800m 圏内にある公共施設数 

福祉施設数（幼児関連） 各土地から 800m 圏内にある児童福祉施設数 

福祉施設数（高齢者関連） 各土地から 800m 圏内にある高齢者用福祉施設 

その他の福祉施設数 各土地から 800m 圏内にある福祉施設数 

商業施設床面積 各土地が含まれる町丁目の商業施設床面積(ｋｍ2) 

用途地域ダミー 各土地が含まれる町丁目の用途地域のダミー変数 

行政区ダミー 各土地が含まれる行政区のダミー変数 

沿線ダミー 各土地の最寄駅の路線名のダミー変数 

 

以上の変数は国土数値情報、東京都都市計画基礎調査より作成した。 

 

 

２－２－２ サンプルデータとモデル式 

アットホーム社株式会社地価データ（２０１０年）9に含まれる東京都２３区内の 4714

個の土地（図２－３）の単位面積あたりの価格の対数値を被説明変数とし、その土地の

もつ特性を説明変数とする。 

 

                                                                                                                                                     
分類される施設。 
5 教育関連、文化関連の公共施設以外の施設で、官庁施設、役所、警察署、消防署等の施設。 
6 国による公共施設小分類において、幼稚園、保育所、へき地保育所に分類される施設。 
7 国による公共施設小分類において、老人福祉施設、老人憩の家、老人休養ホーム、有料老人ホームに分類される施設。 

8 福祉施設のうち、幼児用、高齢者用福祉施設を除く福祉施設。盲学校、ろう学校、結核療養所、精神病院等の施設。 

9 アットホーム社地価データの地価は asking price である。 
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lnP = a + ∑ 𝑏𝑥 + 𝜀 

 

P：単位面積あたりの地価 𝑥：土地のもつ特性 

 

 

 

図２－３ サンプルとなる土地のプロット 

 

 

２－２－３ 分析結果 ‐一般に地価の説明に使用される変数のみ‐ 

この項では地価の説明変数として基本となるもののみを用いた結果を記す。変数選択の

方法としてはステップワイズ法を用いた。 

 

 

表２―１ 基本となる説明変数のみの分析結果 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 14.60692  56.434 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.04717  -6.148 8.48E-10 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.00758  -7.9 3.46E-15 *** 

容積率 0.10752  8.502 < 2e-16 *** 

都心距離 -0.20297  -8.62 < 2e-16 *** 

バス停数 0.00878  4.482 7.56E-06 *** 

医療機関数 0.00313  18.068 < 2e-16 *** 
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公共施設（教育関連） 0.00685  3.675 0.00024 *** 

公共施設（文化関連） 0.00778  1.774 0.076112 . 

福祉施設（幼児関連） -0.00453  -2.134 0.032928 * 

福祉施設（高齢者関連） -0.00905  -3.561 0.000373 *** 

その他の福祉施設 -0.00430  -2.313 0.020784 * 

商業施設床面積 6.44346  18.145 < 2e-16 *** 

第１種中高層住居専用地域 -0.06507  -4.722 2.41E-06 *** 

第２種中高層住居専用地域 -0.08138  -1.704 0.088426 . 

第１種住居地域 -0.13709  -9.438 < 2e-16 *** 

近隣商業地域 -0.06274  -3.318 0.000914 *** 

準工業地域 -0.15175  -9.264 < 2e-16 *** 

工業専用地 0.64650  3.229 0.00125 ** 

千代田区 0.10039  1.725 0.084682 . 

港区 0.61070  20.09 < 2e-16 *** 

渋谷区 0.50404  17.865 < 2e-16 *** 

新宿区 0.09737  3.502 0.000466 *** 

中央区 -0.07973  -1.604 0.108735 
 

豊島区 0.07037  2.386 0.017062 * 

目黒区 0.36930  13.858 < 2e-16 *** 

文京区 0.13401  3.164 0.001565 ** 

世田谷区 0.18909  10.912 < 2e-16 *** 

品川区 0.21141  7.905 3.32E-15 *** 

墨田区 -0.21364  -6.424 1.46E-10 *** 

練馬区 -0.21862  -9.471 < 2e-16 *** 

江東区 0.06718  1.914 0.055731 . 

葛飾区 -0.43762  -16.207 < 2e-16 *** 

北区 -0.10771  -2.726 0.006433 ** 

荒川区 -0.12765  -2.842 0.004502 ** 

足立区 -0.26269  -8.396 < 2e-16 *** 

ＪＲ京浜東北・根岸線 -0.14199  -3.835 0.000127 *** 

ＪＲ高崎線 -0.15538  -1.446 0.148273 
 

ＪＲ埼京線 -0.33065  -4.197 2.76E-05 *** 

ＪＲ常磐線 -0.52659  -4.066 4.86E-05 *** 

ＪＲ総武本線 0.24291  4.452 8.70E-06 *** 

ＪＲ中央本線 0.09010  3.26 0.001121 ** 

ＪＲ東北本線 -0.14567  -2.084 0.037244 * 
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つくばエクスプレス -0.32509  -6.995 3.04E-12 *** 

京王井の頭線 0.10449  4.248 2.20E-05 *** 

京王線 -0.13203  -4.542 5.71E-06 *** 

京急本線 0.17616  5.388 7.49E-08 *** 

京成本線 -0.05819  -1.585 0.113016 
 

西武新宿線 -0.06206  -2.04 0.041375 * 

都営三田線 -0.19316  -6.858 7.90E-12 *** 

都営新宿線 -0.24121  -8.231 2.39E-16 *** 

都営大江戸線 -0.04805  -1.76 0.078396 . 

都電荒川線 -0.35304  -2.448 0.014393 * 

東急池上線 0.13181  5.618 2.05E-08 *** 

東急田園都市線 0.10830  4.967 7.03E-07 *** 

東京メトロ丸ノ内線 -0.11392  -2.553 0.010725 * 

東京メトロ銀座線 -0.21094  -3.333 0.000865 *** 

東京メトロ千代田線 -0.07917  -2.461 0.013896 * 

東京メトロ南北線 -0.16294  -3.613 0.000305 *** 

東京メトロ日比谷線 -0.16650  -5.461 4.97E-08 *** 

東京メトロ副都心線 -0.13240  -2.393 0.016772 * 

東京メトロ有楽町線 0.08778  2.576 0.010035 * 

東武伊勢崎・大師線 -0.24894  -7.224 5.88E-13 *** 

東武東上線 -0.12427  -4.477 7.74E-06 *** 

日暮里舎人ライナー -0.30471  -8.109 6.45E-16 *** 

 

自由度調整済み決定係数：0.7323 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

土地の説明に共通に用いられる変数である土地面積、最寄駅までの徒歩時間、都心距

離、容積率の回帰係数は過去との文献と同じ符号であり、妥当な結果であると言える。 

今回追加で加えたバス停数、医療施設数、公共施設数（教育関連）、公共施設数（文化

関連）、商業施設床面積は正に有意となり、福祉施設数（幼児関連）、福祉施設数（高齢

者関連）、その他の福祉施設数は負に有意な結果となった。その他の公共施設において

は１０％水準においても有意な結果は得られなかった。 

分析結果として回帰係数の正負の符号は概ね感覚と合致する妥当な結果になってい

ると考えられる。次の節では、このモデルに住人属性・世帯属性に関する変数を加えた

分析を行う。 
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２－３ ヘドニック・アプローチによる住人属性・世帯属性の分析 

この節では、前節のモデルに住人属性・世帯属性に関する変数を加えヘドニック・ア

プローチによる分析を行う。 

 

 

２－３－１ 使用データと住人属性・世帯属性に関する変数 

住人属性・世帯属性に関する変数として以下の４つの変数群を用意した。使用データ

は２０１０年度国勢調査小地域統計（表２―６）。と東京都区市町村町丁別報告（平成

１７年）である。 

 

１．住人属性の変数 

一つ目の変数群として持ち家率、有配愚者率、若者率、高齢者率、大学卒業者率の５

つの指標を変数とした（表２－２）。サンプルとなる各土地が含まれる町丁目のとる値

が各土地のもつ特性であるとする。ある町丁目の若者率が３０％であるとした場合、そ

の土地は若者率３０％という特性をもつとする。それぞれの指標の分布を図２―４に示

した。 

持ち家率の高い地域は２３区の中心よりも周縁部に多い。また荒川沿い（江東区、墨

田区、荒川区、台東区）と港区にも持ち家率の高い地域が目立つ。有配偶者率は持ち家

率と似た分布をしていることがわる。大学卒業者率は足立区、荒川区、江戸川区に少な

く、千代田区、港区、中央区、渋谷区、目黒区、世田谷区の西部に高い地域が見受けら

れる。若者率についてはそれほど特徴的な分布はしていないように思われる。高齢者率

についてもあまり偏りは存在しないが、北東部に少し高い地域が多い。 

 

 

表２－２ 住人属性 

変数名 内容 

持家率 各町丁目における持家世帯率 

有配偶者率 各町丁目における配偶者がいる住人の比率 

若者率 各町丁目における３０歳未満の住人の比率 

高齢者率 各町丁目における６５歳以上の住人の比率 

大学卒業者率 各町丁目における最終学歴が大学卒業以上の住人の比率 
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図２―４ 住人属性分布図 

 

２．住人属性（職業） 

２つ目の変数群として職業に関する指標を変数とした（表２－３）。職業の種類は産

業大分類（２０分類）に基づくものである。産業大分類における職業は、「漁業・林業」、

「漁業」、「鉱業・採石業・砂利取扱業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・

水道業」、「情報通信業」、「運輸業・郵便業」、「卸売業・小売業」、「金融業・保険業」、

「不動産業・物品賃貸業」、「学術研究・専門・技術サービス業」、「宿泊業・飲食サービ

ス業」、「生活関連サービス業・娯楽業」、「教育・学習支援業」、「医療・福祉」、「複合サ

ービス業」、「サービス業（他に分類されないもの）」、「公務（他に分類されるものを除

く）」、「分類不能の産業」の２０種類であるが、「農業・林業」、「漁業」、「鉱業・採石業・

砂利取扱業」は２３区内において従事する人数が極端に少ないため除外した。また分類

不能の産業も除外している。職業に関する指標の分布図を２－４に示した。 

「建設業」は 23 区の中心部よりも周縁部に多く、特に足立区、江戸川区、練馬区に

多い。「製造業」は北東部とくに荒川沿いが多く、また大田区にも多い地域が目立つ。

「電気・ガス・熱供給・水道業」には目立った偏りはみられない。「情報通信業」は北

東部で少なく、西側に多い。「運輸業・郵便業」は中心部で少なく、大田区、江東区、

江戸川区、足立区、板橋区に多い。「卸売業・小売業」は比較的北東部に多く、とくに

台東区に多い地域が目立つ。「金融業・保険業」は比較的中心部と西部に多い。「不動産

業・物品賃貸業」は中心部に多い。「学術研究・専門・技術サービス業」は中心部と西

部で多い。「宿泊業・飲食サービス業」は中心部に少し多い地域が見られるが、目立っ
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た偏りは見られない。「生活関連サービス業・娯楽業」に関しても同様にそれほど目立

った偏りは見られない。「教育・学習支援業」は中心部では文京区と新宿区の東側、西

部では杉並区と世田谷区に多い地域が見られる。「医療・福祉」は比較的北部に多く、

中心部では文京区と新宿区で多い地域が見られる。「複合サービス業」は目立った偏り

はない。「サービス業」は比較的北東部に多い。「公務」は千代田区のあたりに高い地域

が見られるが、その他はとくに目立った偏りは見られない。 

 

 

表２－３ 住人属性（職業） 

説明変数 内容 

建設業 各町丁目における建設業に従事する住人の比率 

製造業 各町丁目における製造業に従事する住人の比率 

電気・ガス・熱供給・水道業 
各町丁目における電気・ガス・熱供給・水道業に従事する住

人の比率 

情報通信業 各町丁目における情報通信業に従事する住人の比率 

運輸業、郵便業 各町丁目における運輸業、郵便業に従事する住人の比率 

卸売業、小売業 各町丁目における卸売業、小売業に従事する住人の比率 

金融業、保険業 各町丁目における金融業、保険業に従事する住人の比率 

不動産業、物品賃貸業 
各町丁目における不動産業、物品賃貸業に従事する住人の

比率 

学術研究、専門・技術サービス業 
各町丁目における学術研究、専門・技術サービス業に従事

する住人の比率 

宿泊業、飲食サービス業 
各町丁目における宿泊業、飲食サービス業に従事する住人

の比率 

生活関連サービス業、娯楽業 
各町丁目における生活関連サービス、娯楽業に従事する住

人の比率 

教育、学習支援業 各町丁目における教育、学習支援業に従事する住人の比率 

医療、福祉 各町丁目における医療、福祉に従事する住人の比率 

複合サービス事業 各町丁目における複合サービス事業に従事する住人の比率 

サービス業（他に分類されないもの） 各町丁目におけるサービス業に従事する住人の比率 

公務（他に分類されるものを除く） 各町丁目における公務に従事する住人の比率 
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図２－５.１ 職業分布図 

 

 

0 – 2(%)

2 – 4

4 – 6
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建設業

0 – 5(%)

5 – 10
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製造業

0 – 0.5(%)
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1 – 3

3 – 6
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電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

0 – 3(%)

3 – 6

6 – 8
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運輸業、郵便業

0 – 3(%)

3 – 6
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10 – 30
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卸売業、小売業

0 – 10(%)

10 – 15

15 – 20

20 – 40

40 – 100

金融業、保険業

0 – 2(%)

2 – 4

4 – 6

6 – 10

10 – 25.8

不動産業、物品賃貸業

0 – 3(%)

3 – 6

6 – 10

10 – 25

25 – 53.3

学術研究、専門・技術サービス業

0 – 3(%)

3 – 5

5 – 7

7 – 10

10 – 20

宿泊業・飲食サービス業

0 – 5(%)

5 – 8

8 – 15

15 – 30

30 – 66.7

生活関連サービス業・娯楽業

0 – 2(%)

2 – 4

4 – 6

6 – 20

20 – 83.2

教育、学習支援業

0 – 2(%)

2 – 4

4 – 6

6 – 10
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図２－５.２ 職業分布図 

 

３．住人属性（国籍） 

３つ目の変数群として国籍に関する指標を変数とした（表２－４）。これらの指標は

東京都区市町村町丁別報告（平成１７年）をもとに作成した。同報告では外国人を「韓

国・朝鮮」、「中国」、「フィリピン」、「タイ」、「インドネシア」、「ベトナム」、「イギリス」、

「アメリカ」、「ブラジル」、「ペルー」、「その他の外国人」の１１区分で集計している。

「その他の外国人」はて除外した。外国人の指標の分布図を図２－６に示した。 

「朝鮮・韓国」は新宿区、荒川区と足立区南部に多い。「中国」は新宿区、豊島区、

中野区、北区、板橋区、江東区北部、葛飾区南部に多い。「フィリピン」は北東部に多

く、とくに荒川沿いに多い地域が見られる。「タイ」、「インドネシア」、「ベトナム」、「ペ

ルー」には目立った偏りはない。「イギリス」、「アメリカ」、「ブラジル」は港区の北部

に多い地域が見られる。 

 

表２－４ 住人属性（国籍） 

説明変数 内容 

韓国・朝鮮 各町丁目における韓国・朝鮮人の比率 

中国 各町丁目における中国人の比率 

フィリピン 各町丁目におけるフィリピン人の比率 

タイ 各町丁目におけるタイ人の比率 

インドネシア 各町丁目におけるインドネシア人の比率 

医療、福祉

0 – 5(%)

5 – 7

7 – 10

10 – 25

25 – 81.3

複合サービス業

0 – 0.5(%)

0.5 – 1

1 – 3

3 – 10

10 – 27.0

サービス業（他に分類されないもの）

0 – 5(%)

5 – 7

7 – 10

10 – 25

25 – 81.3

公務（他に分類されるものを除く）

0 – 3(%)

3 – 10

10 – 25

25 – 50

50 – 100

分類不能の産業

0 – 10(%)

10 – 15

15 – 20

20 – 30

30 – 71.4
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ベトナム 各町丁目におけるベトナム人の比率 

イギリス 各町丁目におけるイギリス人の比率 

アメリカ 各町丁目におけるアメリカ人の比率 

ブラジル 各町丁目におけるブラジル人の比率 

ペルー 各町丁目におけるペルー人の比率 

 

 

図２－６ 外国人分布図 



21 

 

45 

 

４．世帯属性 

４つ目の変数群として世帯属性の指標を変数として用意した（表２－５）。幼い子供

のいる比較的若い核家族世帯として「６歳未満の子供のいる核家族世帯」、高齢者に関

する指標として「高齢者のいる３世代世帯」、「高齢者夫婦世帯」、「高齢者単身世帯」の

４つを変数とした。それぞれの指標の分布図を図２－７に示した。 

「高齢者夫婦世帯率」は２３区の中心部で低く、周縁部で高い。「高齢者単身世帯」

は目立った偏りは見受けられない。「高齢者のいる３世代世帯率」は葛飾区、荒川区、

足立区、墨田区、江戸川区などの北東部が高い。「６歳未満の子供のいる核家族世帯率」

は中心部に高い地域もあるが、おおむね周縁部に高い地域が目立つ。 

 

 

表２－５ 世帯属性 

説明変数 内容 

６歳未満の子供のいる核家族世帯率 
各町丁目における６歳未満の子供のいる核家族世帯の比

率 

高齢者がいる３世代世帯率 
各町丁目における６５歳以上の世帯員のいる３世代世帯

の比率 

高齢者夫婦世帯率 各町丁目における６５歳以上の夫婦世帯の比率 

高齢者単身世帯率 各町丁目における６５歳以上の単身世帯の比率 

 



22 

 

45 

 

図２－７ 世帯属性分布図 

 

 

表２－６ 国勢調査小地域統計 統計表一覧 

表番号 統計表 

1 男女別人口及び世帯数 

2 男女別人口及び世帯数 

3 年齢（5歳階級），男女別人口（総年齢，平均年齢及び外国人―特掲） 

4 配偶関係（3区分），男女別 15歳以上人口 

5 
世帯の種類（2区分），世帯人員（7区分）別一般世帯数，一般世帯人員，1世帯当たり人員， 

施設等の世帯数及び施設等の世帯人員 

6 

世帯の家族類型（６区分）別一般世帯数，一般世帯人員及び１世帯当たり人員 

（6歳未満・18歳未満・65歳以上世帯員のいる一般世帯数，65歳以上世帯員のみの一般世帯数

及び 3世代世帯―特掲） 

7 住居の種類・住宅の所有の関係（6区分）別一般世帯数，一般世帯人員及び 1世帯当たり人員 

8 住宅の建て方（7区分）別住宅に住む主世帯数，主世帯人員及び 1世帯当たり人員 

9 住居の種類・延べ面積（7区分）別一般世帯数，一般世帯人員及び 1世帯当たり人員 

10 労働力状態(２区分)，男女別 15歳以上人口 

0 – 5(%)

5 – 7

7 – 10

10 – 15

15 – 43.3

６歳未満の子供のいる核家族

0 – 2(%)

2 – 3

3 – 5

5 – 7

7 – 16.0

高齢者のいる３世代世帯率

0 – 5(%)

5 – 7

7 – 10

10 – 30

30 – 85.7

高齢者夫婦世帯率

0 – 5(%)

5 – 10

10 – 15

15 – 20

20 – 35.7

高齢者単身世帯率
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11 従業上の地位(３区分)，男女別 15歳以上就業者数 

12 産業(大分類)，男女別 15歳以上就業者数 

13 居住期間(６区分)，男女別人口 

14 在学か否かの別・最終卒業学校の種類(６区分)，男女別 15歳以上人口 

15 在学学校・未就学の種類(７区分)，男女別在学者数及び未就学者数 

16 世帯の経済構成(12区分)別一般世帯数 

17 職業(大分類），男女別 15歳以上就業者数 

18 常住地による従業地・通学地（5区分），男女別 15歳以上就業者数及び 15歳以上通学者数 

19 利用交通手段（9区分），男女別 15歳以上自宅外就業者数及び通学者数 

20 ５年前の常住地(６区分)，男女別人口(転入) 

 

 

２－３－２ 分析結果 ‐住人属性‐ 

この項では「持ち家率」、「有配偶者率」、「若者率」、「高齢者率」、「大学卒業者率」の

５つの変数について分析をおこなった。結果を表２－６にまとめている。 

その結果として、「持ち家率」が負に有意となった。また、「大学卒業者率」は正に有

意な値となっている。「持ち家率」の係数が負になったのは興味深い。 

「有配偶者率」、「若者率」、「高齢者率」に関しては有意な結果は得られなかった。 

 

 

表２－６ 分析結果 ‐住人属性‐ 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 14.39394  60.666 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.06756  -9.059 < 2e-16 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.00723  -7.774 9.33E-15 *** 

容積率 0.13790  11.034 < 2e-16 *** 

都心距離 -0.21053  -10.477 < 2e-16 *** 

バス停数 0.00768  4.103 4.14E-05 *** 

医療機関数 0.00294  17.448 < 2e-16 *** 

公共施設（教育関連） 0.00367  2.144 0.032122 * 

公共施設（文化関連） 0.01110  2.639 0.008335 ** 

福祉施設（幼児関連） -0.00442  -2.262 0.023738 * 

福祉施設（高齢者関連） -0.00698  -3.069 0.002159 ** 

商業施設床面積 6.57287  19.237 < 2e-16 *** 

用途地域ダミー 省略 

行政区ダミー 省略 

沿線ダミー 省略 

持ち家率 -0.002889 -7.142 1.07E-12 *** 
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高齢者率 -0.0017522 -1.544 0.12277 
 

大学卒業者率 0.0136307 18.876 < 2e-16 *** 

 

自由度調整済み決定係数：0.7468 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

 

２－３－３ 分析結果 ‐住人属性（職業）‐ 

この項では職業に関する変数について分析をおこなった。結果を表２－７にまとめた。 

「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業・郵

便業」、「宿泊業・飲食サービス業」、「生活関連サービス業・娯楽業」、「サービス業」、

「公務」が負に有意となった。一方、「不動産業・物品賃貸業」、「学術研究・専門・技

術サービス業」、「医療・福祉」、「複合サービス事業」が正に有意となった。 

「卸売業・小売業」、「金融業・保険業」、「教育・学習支援業」については有意な結果に

はならなかった。 

 

 

表２－７ 分析結果 ‐住人属性（職業）‐ 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 15.42780  59.666 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.08217  -11.009 < 2e-16 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.00660  -7.255 4.68E-13 *** 

容積率 0.12401  10.121 < 2e-16 *** 

都心距離 -0.20683  -9.323 < 2e-16 *** 

バス停数 0.00794  4.301 1.74E-05 *** 

医療機関数 0.00231  12.193 < 2e-16 *** 

公共施設（教育関連） 0.00361  2.181 0.029234 * 

公共施設（文化関連） 0.01153  2.717 0.006611 ** 

その他公共施設 0.00269  2.134 0.032899 * 

福祉施設（高齢者関連） -0.00395  -1.66 0.09695 . 

その他の福祉施設 -0.00437  -2.552 0.010748 * 

商業施設床面積 5.14465  14.508 < 2e-16 *** 

用途地域ダミー 省略 

行政区ダミー 省略 

沿線ダミー 省略 

建設業 -0.03831  -12.886 < 2e-16 *** 
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製造業 -0.01223  -5.535 3.29E-08 *** 

電気・ガス・熱供給・水道業 -0.02656  -2.437 0.014866 * 

情報通信業 -0.02778  -8.249 < 2e-16 *** 

運輸業、郵便業 -0.01082  -3.024 0.002506 ** 

卸売業、小売業 -0.00361  -1.643 0.100454 
 

不動産業、物品賃貸業 0.01607  4.438 9.29E-06 *** 

学術研究、専門・技術サービス業 0.00683  1.924 0.054414 . 

宿泊業、飲食サービス業 -0.02145  -9.37 < 2e-16 *** 

生活関連サービス業、娯楽業 -0.02536  -4.513 6.56E-06 *** 

医療、福祉 0.01011  3.311 0.000938 *** 

複合サービス事業 0.08065  4.214 2.55E-05 *** 

サービス業 -0.01197  -3.204 0.001364 ** 

公務 -0.01184  -4.913 9.26E-07 *** 

 

自由度調整済み決定係数：0.7646 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

 

２－３－４ 分析結果 ‐住人属性（国籍）‐ 

この項では国籍に関する変数について分析をおこなった。結果を表２－８にまとめた。

「中国」、「アメリカ」、「タイ」、「ブラジル」が正に有意となり、「韓国・朝鮮」、「フ

ィリピン」、「ペルー」が負に有意な結果となった。 

「イギリス」、「インドネシア」、「ベトナム」は有意ではなかった。 

 

 

表２－８ 分析結果 ‐住人属性（国籍）‐ 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 14.67888  60.316 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.05055  -6.651 3.26E-11 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.00763  -7.99 1.68E-15 *** 

容積率 0.11921  9.421 < 2e-16 *** 

都心距離 -0.21402  -9.748 < 2e-16 *** 

バス停数 0.00962  4.98 6.60E-07 *** 

医療機関数 0.00321  18.785 < 2e-16 *** 

公共施設（教育関連） 0.00351  1.883 0.059699 . 

公共施設（文化関連） 0.01153  2.691 0.007151 ** 
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福祉施設（幼児関連） -0.00740  -3.513 0.000448 *** 

福祉施設（高齢者関連） -0.00627  -2.492 0.012743 * 

その他の福祉施設 -0.00294  -1.591 0.111623 
 

商業施設床面積 6.25643  17.874 < 2e-16 *** 

用途地域ダミー 省略 

行政区ダミー 省略 

沿線ダミー 省略 

韓国・朝鮮 -0.01916  -3.122 0.001808 ** 

中国 0.02053  2.256 0.024141 * 

フィリピン -0.09816  -3.453 0.00056 *** 

タイ 0.29978  4.023 5.85E-05 *** 

アメリカ 0.10643  9.189 < 2e-16 *** 

ブラジル 0.21654  2.074 0.03811 * 

ペルー -0.67989  -2.157 0.03105 * 

 

自由度調整済み決定係数：0.7393 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

 

２－３－５ 分析結果 ‐世帯属性‐ 

この項では世帯属性に関する変数の分析をおこなった。結果を表２－９にまとめた。 

「６歳未満の子供がいる核家族世帯率」と「高齢者夫婦世帯率」は正に有意になった。

また、「高齢者のいる３世代家族世帯率」と「高齢者の単身世帯率」は負に有意となっ

た。 

住人属性の分析の項において変数として「高齢者率」をモデルに入れたが有意な結果

が得られなかった。しかしながら、この項において「高齢者夫婦世帯」と「高齢者単身

世帯」を変数として入れた場合に二つの変数はともに有意な結果を示したことは興味深

い。高齢者という一括りの属性ではなく、高齢者夫婦世帯なのか単身世帯なのかが環境

評価として意味のある指標であると考えられる。 

 

 

表２－９ 分析結果 ‐世帯属性‐ 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 15.04574  60.543 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.05788  -7.679 1.95E-14 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.00807  -8.599 < 2e-16 *** 
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容積率 0.09932  8.018 1.35E-15 *** 

都心距離 -0.22376  -10.268 < 2e-16 *** 

バス停数 0.00642  3.347 0.000824 *** 

医療機関数 0.00297  15.377 < 2e-16 *** 

公共施設（教育関連） 0.00436  2.373 0.017666 * 

その他公共施設 0.00226  1.832 0.066976 . 

福祉施設（幼児関連） -0.00440  -2.099 0.035892 * 

福祉施設（高齢者関連） -0.00717  -2.893 0.003831 ** 

その他の福祉施設 -0.00334  -1.856 0.063526 . 

商業施設床面積 5.98549  17.245 < 2e-16 *** 

用途地域ダミー 省略 

行政区ダミー 省略 

沿線ダミー 省略 

６歳未満の子供のいる核家族世帯率 0.00539  2.318 0.020498 * 

高齢者のいる３世代世帯率 -0.09270  -15.468 < 2e-16 *** 

高齢者の夫婦世帯率 0.01414  4.573 4.93E-06 *** 

高齢者の単身世帯率 -0.00489  -2.103 0.035481 * 

 

自由度調整済み決定係数：0.7446 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

 

 

２－４ 小結 

本章の分析ではヘドニック・アプローチを用いて、住人属性・世帯属性の環境として

の価値を分析した。多くの変数において有意な結果が得られた。住人属性・世帯属性は

主に地域のイメージや住み心地に影響を与えていると考えられるが、その地域の住人に

とってどのような住人属性・世帯属性をもった地域であるかを多少なりとも感じて暮ら

していると考えられる。また、実際に土地を購入する人にとっても住人属性・世帯属性

によって形作られるイメージは影響を与えていると考えられる。 
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三章 条件付けをともなった環境としての住人属性・世帯属性の価

値分析 

住人属性・世帯属性は地域の条件によって価値が変動することが考えられる。例えば、

高齢者率が高い地域という条件のもとでは条件を付けない場合（23 区すべてを対象と

した場合）と価値が変化することが考えられる。そこで、この章では高齢者率の高い地

域、居住専用地域という条件の地域のみを取り出して分析を行う10。 

 

 

 

３－１ 条件付きヘドニック分析１ - 高齢者率の高い地域- 

この節では高齢者が多い地域のみを対象としてヘドニック・アプローチによる分析を

行う。今後、日本において高齢化が進むことを考慮し、高齢者率が高い地域が増えてい

くことが想定される。高齢者率が高い地域の中でどのような属性に価値があるのかを分

析する。 

 

 

３－１－１ 高齢者率が高い地域 

高齢者率が２２％以上の地域を高齢者が多い地域とした。この条件にあてはまる土地

サンプルは 1403 あり、サンプル全体 4714 の３割弱である。高齢者率が高いという定

義として、サンプルの中で高齢者率の高いものを上から３割程度とした。上記の土地サ

ンプルの分布図を図３－１に示した。分布傾向としてそれほど目立った偏りはみられな

いものの、23 区の北東部に比較的高齢者率の高い地域が多い。 

                                                   
10 核家族世帯率が高い地域と単身世帯率が高い地域においても同様の分析を試みたが、住人属性・世帯属性の変数の

VIF が高くなりパラメーターの推定が不安定であったため分析が困難であった。 
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図３－１ 高齢者率２２％以上という特性をもつ土地サンプルのプロット 

 

 

３－１－２ 分析結果（高齢者率の高い地域） ‐住人属性‐ 

この項では「持ち家率」、「有配偶者率」、「若者率」、「高齢者率」、「大学卒業者率」に

ついて分析をおこなった。結果を表３－１にまとめた。 

「持ち家率」、「若者率」が負に有意な結果、「大学卒業者率」が正に有意な結果とな

った。「高齢者率」、「有配偶者率」は有意な結果が得られなかった。条件付けを行わな

かった場合の結果（二章での結果）と比較すると、条件付けを行わなかった場合、「若

者率」は有意な結果ではなかったが、高齢者が多い地域においては「若者率」は負に有

意な結果となることがわかった。 

 

 

表３－１ 分析結果（高齢者率の高い地域） ‐住人属性‐ 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 16.70619  38.824 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.11583  -8.87 < 2e-16 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.00774  -5.077 4.38E-07 *** 

容積率 0.18418  8.585 < 2e-16 *** 

都心距離 -0.42911  -11.359 < 2e-16 *** 

バス停数 0.01819  5.617 2.36E-08 *** 

医療機関数 0.00196  6.541 8.67E-11 *** 
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公共施設（文化関連） -0.02373  -2.796 0.00524 ** 

福祉施設（高齢者関連） -0.00889  -2.067 0.038941 * 

その他の福祉施設 -0.00603  -2.198 0.028096 * 

商業施設床面積 3.51960  6.641 4.51E-11 *** 

用途地域ダミー 省略 

行政区ダミー 省略 

沿線ダミー 省略 

持ち家率 -0.00591  -9.712 < 2e-16 *** 

若者率 -0.01052  -4.161 3.37E-05 *** 

大学卒業者率 0.02704  22.828 < 2e-16 *** 

 

自由度調整済み決定係数：0.8565 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

 

３－１－３ 分析結果（高齢者率の高い地域） ‐住人属性（職業）‐ 

この項では職業に関する変数について分析をおこなった。結果を表３－２にまとめた。 

「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「宿泊業・飲食サービス業」、

「生活関連サービス業・娯楽業」、「複合サービス業」、「公務」が負に有意な結果となり、

「卸売業・小売業」、「金融業・保険業」、「不動産業・物品賃貸業」、「教育・学習支援業」

が正に有意な結果となった。条件付けを行わなかった場合に有意であった「情報通信業」、

「運輸業・郵便業」、「学術研究・専門・技術サービス業」、「医療・福祉」、「サービス業」

は高齢者率の高い地域では有意な結果にはならなかった。一方、有意でなかった「卸売

業・小売業」、「金融業・保険業」、「教育・学習支援業」が正に有意な結果となった。 

また、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「不動産業・物品賃貸

業」、「宿泊業・飲食サービス業」、「生活サービス業・娯楽業」、「公務」は条件付けを行

わない場合と同様の結果となっている。「複合サービス事業」に関してだけ正に有意な

結果から負に有意な結果に変わっている。 

 

 

表３－２ 分析結果（高齢者率の高い地域） ‐住人属性（職業）‐ 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 16.25686  34.776 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.09705  -7.084 2.25E-12 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.00612  -3.947 8.34E-05 *** 

容積率 0.11805  5.725 1.27E-08 *** 
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都心距離 -0.34185  -8.145 8.62E-16 *** 

バス停数 0.01806  5.394 8.15E-08 *** 

医療機関数 0.00226  6.987 4.41E-12 *** 

公共施設（教育関連） 0.01176  3.461 0.000555 *** 

公共施設（文化関連） -0.02072  -2.286 0.022398 * 

福祉施設（幼児関連） -0.00777  -2.371 0.017897 * 

福祉施設（高齢者関連） -0.00808  -1.811 0.070366 . 

その他の福祉施設 -0.00506  -1.779 0.075468 . 

商業施設床面積 2.80900  5.041 5.28E-07 *** 

用途地域ダミー 省略 

行政区ダミー 省略 

沿線ダミー 省略 

建設業 -0.04531  -8.736 < 2e-16 *** 

製造業 -0.00727  -2 0.045685 * 

電気・ガス・熱供給・水道業 -0.06840  -2.497 0.012655 * 

卸売業、小売業 0.00986  2.671 0.007649 ** 

金融業、保険業 0.01708  2.965 0.003083 ** 

不動産業、物品賃貸業 0.02130  4.575 5.20E-06 *** 

宿泊業、飲食サービス業 -0.00840  -2.821 0.004853 ** 

生活関連サービス業、娯楽業 -0.03458  -3.626 0.000299 *** 

教育、学習支援業 0.02499  2.967 0.00306 ** 

複合サービス事業 -0.12069  -2.486 0.013049 * 

公務 -0.01815  -3.99 6.96E-05 *** 

 

自由度調整済み決定係数：0.8515 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

 

３－１－４ 分析結果（高齢者率の高い地域） ‐住人属性（国籍）‐ 

この項では国籍に関する変数について分析をおこなった。分析結果を表３－３にまと

めた。 

「韓国・朝鮮」、「タイ」、が負に有意な結果となった。「中国」、「イギリス」は正に有

意な結果となっている。「フィリピン」、「ベトナム」、「インドネシア」、「アメリカ」、「ペ

ルー」は有意な結果が得られなかった。 

条件付けを行わない場合と比較すると正に優位であった「アメリカ」、「ブラジル」、

負に有意であった「フィリピン」、「ペルー」は有意でなく、有意でなかった「イギリス」
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が正に有意な結果となっている。「アメリカ」はほとんどが港区北部に集中しており、

高齢者率の高い地域から外れていることが有意でなくなった原因として考えられる。 

 

 

表３－３ 分析結果（高齢者率の高い地域） ‐住人属性（国籍）‐ 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 17.28902  36.309 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.09029  -6.425 1.83E-10 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.00899  -5.204 2.26E-07 *** 

容積率 0.11248  4.81 1.68E-06 *** 

都心距離 -0.44445  -10.26 < 2e-16 *** 

バス停数 0.02835  7.977 3.21E-15 *** 

医療機関数 0.00425  11.633 < 2e-16 *** 

公共施設（文化関連） -0.03432  -3.379 0.000747 *** 

その他公共施設 -0.00366  -1.7 0.089387 . 

福祉施設（高齢者関連） -0.01365  -2.866 0.004221 ** 

その他の福祉施設 -0.00616  -1.883 0.059927 . 

商業施設床面積 3.64344  6.218 6.72E-10 *** 

用途地域ダミー 省略 

行政区ダミー 省略 

沿線ダミー 省略 

韓国・朝鮮 -0.07608  -6.192 7.87E-10 *** 

中国 0.03684  2.167 0.030435 * 

タイ -0.70594  -3.903 9.98E-05 *** 

イギリス 0.40895  5.957 3.28E-09 *** 

ペルー -0.98155  -1.506 0.132217   

 

自由度調整済み決定係数：0.8279 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

 

３－１－５ 分析結果（高齢者率の高い地域） ‐世帯属性‐ 

この項では世帯属性に関する変数として「６歳未満の子供のいる世帯率」、「高齢者の

いる３世代世帯率」、「高齢者夫婦世帯率」、「高齢者単身世帯率」について分析をおこな

った。結果を表３－４にまとめた。 

「高齢者夫婦世帯」が正に有意な結果となり、「６歳未満の子供がいる核家族世帯」



33 

 

45 

と「高齢者のいる３世代世帯率」が負に有意な結果となった。高齢者単身世帯は有意な

結果が得られなかった。条件付けを行わない場合では、「６歳未満の子供がいる核家族

世帯」は正に優位であったが、高齢者率の高い地域では負に有意な結果となっている。

また、「高齢者単身世帯」は負に有意であったが、高齢者率の高い地域において有意で

はなくなっている。 

 

 

表３－４ 分析結果（高齢者率の高い地域） ‐世帯属性‐ 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 17.32345  40.348 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.10465  -7.486 1.28E-13 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.01175  -7.014 3.67E-12 *** 

容積率 0.09706  4.183 3.07E-05 *** 

都心距離 -0.39897  -10.398 < 2e-16 *** 

バス停数 0.02325  6.698 3.10E-11 *** 

医療機関数 0.00286  8.637 < 2e-16 *** 

公共施設（文化関連） -0.03266  -3.47 0.000537 *** 

福祉施設（高齢者関連） -0.01722  -3.757 0.000179 *** 

その他の福祉施設 -0.00866  -2.784 0.005442 ** 

商業施設床面積 3.67154  6.401 2.13E-10 *** 

用途地域ダミー 省略 

行政区ダミー 省略 

沿線ダミー 省略 

６歳未満の子供がいる核家族 -0.01925  -3.603 0.000326 *** 

高齢者のいる３世代世帯 -0.08100  -9.508 < 2e-16 *** 

高齢者夫婦世帯 0.01207  2.437 0.014938 * 

 

自由度調整済み決定係数：0.8309 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

 

 

３－２ 条件付きヘドニック分析２ - 居住系地域 - 

建築基準法により用途地域は居住系地域、商業系地域、工業系地域の３つに分類され

る（表３－１）。 

この節ではその中の居住系地域に絞ってヘドニック・アプローチによる住人属性・世帯
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属性の価値分析を行う。この条件にあてはまる土地サンプル数は 3816 であり、サンプ

ル全体 4714 の約８割が当てはまる。 

 

 

表３－５ 用途地域の分類 

住居系地域 

第 1 種低層居住専用地域 

第 2 種低層居住専用地域 

第 1 種中高層居住専用地域 

第 2 種中高層居住専用地域 

第 1 種居住地域 

第 2 種居住地域 

準住居地域 

商業系地域 
近隣商業地域 

商業地域 

工業系地域 

準工業地域 

工業地域 

工業専用地域 

 

 

 

３－２－１ 居住系地域 

居住系地域に含まれる土地サンプルを図３－２に示した。土地サンプルは 23 区の西

部に偏ってみられる。また、中心部である千代田区、中央区と台東区、荒川区、江東区、

墨田区には分布していない。
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図３－２ 居住系地域という特性をもつ土地サンプルの分布 

 

 

３－２－２ 分析結果（居住系地域） - 住人属性 - 

この項では「持ち家率」、「有配偶者率」、「若者率」、「高齢者率」、「大学卒業者率」に

ついて分析をおこなった。 

「持ち家率」、「高齢者率」が負に有意な結果となり、「有配偶者率」、「大学卒業者率」

が正に有意な結果となった。条件付けを行わなかった場合に「有配偶者率」と「高齢者

率」は有意な結果が得られなかったが、居住系地域においては「有配偶者率」は正に、

「高齢者率」は負に有意な結果になった。「持ち家率」と「大学卒業者率」に関しては

同じ結果となっている。 

 

 

表３－６ 分析結果（居住系地域） - 住人属性 - 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 14.54408  54.019 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.07255  -8.495 < 2e-16 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.00548  -5.289 1.30E-07 *** 

容積率 0.14442  10.544 < 2e-16 *** 

都心距離 -0.25302  -11.643 < 2e-16 *** 

バス停数 0.02067  2.856 0.004318 ** 

医療機関数 0.00299  16.75 < 2e-16 *** 
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公共施設（教育関連） 0.00404  2.184 0.02906 * 

公共施設（文化関連） 0.00878  1.924 0.054492 . 

福祉施設（幼児関連） -0.00469  -2.16 0.030812 * 

その他の福祉施設 -0.00286  -1.578 0.114585 
 

商業施設床面積 10.13002  24.26 < 2e-16 *** 

用途地域ダミー 省略 

行政区ダミー 省略 

沿線ダミー 省略 

持ち家率 -0.00332  -6.056 1.53E-09 *** 

有配偶者率 0.00329  2.751 0.005978 ** 

高齢者率 -0.00356  -2.757 0.005862 ** 

大学卒業者卒 0.01515  18.706 < 2e-16 *** 

 

自由度調整済み決定係数：0.768 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

 

３－２－３ 分析結果（居住系地域） - 住人属性 （職業）- 

この項では職業に関する変数について分析をおこなった。結果を表３－７にまとめた。 

「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「宿泊業・飲食サービス業」、「生活関連サービ

ス業・娯楽業」、「公務」は条件付けを行わなかった場合と同様に負に有意な結果となっ

た。また、「不動産業・物品賃貸業」、「学術研究・専門・技術サービス業」、「医療・福

祉」、「複合サービス事業」も条件付けを行わなかった場合と同様に正に有意な結果とな

っている。 

条件付けを行わなかった場合は「電気・ガス・熱供給・水道業」、「サービス業」は負

に有意であったが、居住系地域においては有意ではなくなっている。また、有意でなか

った「卸売業・小売業」、「金融業・保険業」は１０％水準であるが、居住系地域におい

てそれぞれ負に有意、正に有意な結果となっている。 

 

 

表３－７ 分析結果（居住系地域） - 住人属性 （職業）- 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 15.77572  51.381 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.09251  -10.758 < 2e-16 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.00463  -4.526 6.21E-06 *** 

容積率 0.12327  8.952 < 2e-16 *** 
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都心距離 -0.28905  -11.036 < 2e-16 *** 

バス停数 0.02001  2.792 0.005262 ** 

医療機関数 0.00253  13.583 < 2e-16 *** 

公共施設（教育関連） 0.00415  2.239 0.025231 * 

その他の福祉施設 -0.00620  -3.422 0.000628 *** 

商業施設床面積 8.29705  18.277 < 2e-16 *** 

用途地域ダミー 省略 

行政区ダミー 省略 

沿線ダミー 省略 

建設業 -0.03964  -11.386 < 2e-16 *** 

製造業 -0.00735  -2.786 0.005364 ** 

情報通信業 -0.02407  -6.65 3.37E-11 *** 

卸売業、小売業 -0.00415  -1.751 0.079981 . 

金融業、保険業 0.00551  1.651 0.098833 . 

不動産業、物品賃貸業 0.01281  3.372 0.000753 *** 

学術研究、専門・技術サービス業 0.02011  5.054 4.53E-07 *** 

宿泊業、飲食サービス業 -0.01243  -4.968 7.07E-07 *** 

生活関連サービス業、娯楽業 -0.03087  -4.924 8.87E-07 *** 

医療、福祉 0.02526  7.204 7.03E-13 *** 

複合サービス事業 0.08118  4.003 6.37E-05 *** 

サービス業 -0.00687  -1.583 0.113475 
 

公務 -0.00555  -2.163 0.03064 * 

 

自由度調整済み決定係数：0.768 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

 

３－２－４ 分析結果（居住系地域） - 住人属性 （国籍）- 

この項では国籍に関する変数について分析をおこなった。結果を表３－８にまとめた。 

「韓国・朝鮮」、「フィリピン」、「ペルー」が負に有意な結果、「中国」、「タイ」、「ア

メリカ」、「ブラジル」が正に有意な結果となったことは条件付けを行わなかった場合と

どうようである。居住系地域においてはそれらに加えて有意でなかった「ベトナム」が

正に有意な結果となっている。居住系地域に絞った場合の方が国籍に関する変数の影響

が強いと言えるかもしれない。 
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表３－８ 分析結果（居住系地域） - 住人属性 （国籍）- 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 15.11539  50.383 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.05121  -5.706 1.25E-08 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.00483  -4.426 9.89E-06 *** 

容積率 0.11335  7.798 8.10E-15 *** 

都心距離 -0.26289  -9.894 < 2e-16 *** 

バス停数 0.00451  2.08 0.037583 * 

医療機関数 0.00324  16.031 < 2e-16 *** 

公共施設（教育関連） 0.00519  2.506 0.012255 * 

公共施設（文化関連） 0.00937  1.857 0.063363 . 

その他の公共施設 -0.00258  -1.931 0.05362 . 

福祉施設（幼児関連） -0.00925  -3.832 0.000129 *** 

福祉施設（高齢者関連） -0.00520  -1.98 0.047775 * 

商業施設床面積 9.72331  21.537 < 2e-16 *** 

用途地域ダミー 省略 

行政区ダミー 省略 

沿線ダミー 省略 

韓国・朝鮮 -0.04386  -5.088 3.80E-07 *** 

中国 0.02466  2.204 0.027583 * 

フィリピン -0.13328  -4.234 2.35E-05 *** 

タイ 0.57491  5.472 4.75E-08 *** 

ベトナム 0.41815  3.043 0.002359 ** 

アメリカ 0.09470  7.876 4.41E-15 *** 

ブラジル 0.33442  2.896 0.003807 ** 

ペルー -1.27291  -3.544 0.000399 *** 

 

自由度調整済み決定係数：0.7512 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

 

 

３－２－５ 分析結果（居住系地域） - 世帯属性 - 

この節では世帯属性に関する変数について分析をおこなった。結果を表３－９にまとめ

た。世帯属性に関しては条件付けを行わなかった場合と居住系地域での分析結果が同様

の結果となっている。 
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表３－９ 分析結果（居住系地域） - 世帯属性 - 

説明変数 回帰係数 t 値 P 値 有意水準 

切片 15.19003  53.01 < 2e-16 *** 

土地面積 -0.06324  -7.214 6.55E-13 *** 

最寄駅までの徒歩時間 -0.00501  -4.675 3.04E-06 *** 

容積率 0.10107  7.204 7.05E-13 *** 

都心距離 -0.24811  -10.023 < 2e-16 *** 

バス停数 0.01972  2.633 0.008506 ** 

医療機関数 0.00331  17.847 < 2e-16 *** 

公共施設（教育関連） 0.00672  3.405 0.000668 *** 

福祉施設（幼児関連） -0.00678  -2.947 0.003227 ** 

福祉施設（高齢者関連） -0.00452  -1.653 0.098398 . 

その他の福祉施設 -0.00473  -2.298 0.021609 * 

商業施設床面積 9.07022  20.93 < 2e-16 *** 

用途地域ダミー 省略 

行政区ダミー 省略 

沿線ダミー 省略 

６歳未満子供のいる核家族世帯 0.00970  3.702 0.000217 *** 

高齢者のいる３世代世帯 -0.10548  -15.145 < 2e-16 *** 

高齢者夫婦世帯 0.02052  6.025 1.85E-09 *** 

高齢者単身世帯 -0.00940  -3.537 0.000409 *** 

 

自由度調整済み決定係数：0.757 

有意水準： 0.1％ ‘***’  1％ ‘**’  5％ ‘*’  10％ ‘.’  

 

 

 

３－３ 小結（高齢者率の高い地域、居住系地域） 

本章では高齢者率の高い地域と居住系地域の二つの地域に絞ってヘドニック・アプロ

ーチによる住人属性・世帯属性の環境としての価値を分析した。分析結果として、分析

する地域に条件を加えた場合、住人属性・世帯属性はその価値を変化させることがわか

った。条件付けを行わなかった場合、つまり 23 区全体を対象地域として分析した場合

に負の価値を有する傾向があるとわかった属性においても、高齢者率の高い地域や居住

系地域においては負の価値が打ち消されるものがあり、場合によっては正の価値を有す

る傾向があることがわかった。例えば、高齢者率の高い地域では若者率は負の価値を有
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する傾向があることがわかったが、23 区全体と居住系地域では有意でない。つまり、

高齢者率が高い地域ではあまり若者を増やさないようにする配慮が必要であると考え

られる。 

住人属性・世帯属性の価値は絶対的なものではなく、その価値は地域の条件に左右さ

れると言える。 
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四章 地価と住人属性・世帯属性の間の因果関係 

前章ではヘドニック・アプローチによるある一時点の静的な分析を行なった。この章

では時系列データを用いて地価と住人属性・世帯属性の間の因果関係を分析する。つま

り、地価の変動によって地域の住人・世帯の変動が起こるのか、住人・世帯の変動によ

って地価が変動するのかという動的な分析を行う。 

町丁目ごとの小地域統計では時系列でデータを得ることができないものが多くあり、

対象とする住人属性・世帯属性は「若者率」、「持ち家率」、「建設業」、「電気・ガス・熱

供給・水道業」、「医療・福祉」、「公務」11、「高齢者夫婦世帯」、「高齢者単身世帯」の

８つである。 

 

 

４－１ グレンジャーの因果性検定 

この節ではグレンジャーの因果性検定の説明をする。グレンジャーの因果性検定とは

変数間の因果関係を調べる手法である。経済学の分野でよく使用されており、例えば、

実質 GDP、価格、実質利子率、貨幣残高の因果関係を調査した山本（1992）の研究や、

カナダの金利とアメリカの金利の間の因果関係を調べた小林（1993）の研究において

使われている。 

ここでは便宜上二つの変数間（地価とあるひとつの住人属性）の間の因果関係を調べ

る場合を例として説明する。グレンジャーの因果関係を調べる際に、まず下記のような

自己回帰（VAR）モデルを推定する。 

 

[
𝑷𝒕

𝑳𝒕
] = 𝑨𝟏 [

𝑷𝒕−𝟏

𝑳𝒕−𝟏
] + 𝑨𝟐 [

𝑷𝒕−𝟐

𝑳𝒕−𝟐
] + … + 𝑨𝒎 [

𝑷𝒕−𝒊

𝑳𝒕−𝒊
] + [

𝒖
𝒗

] 

 

𝑷𝒕 = ∑ 𝒂𝒊𝑷𝒕−𝒊+ ∑ 𝒃𝒊 𝑳𝒕−𝒊 + u …① 

𝑳𝒕 = ∑ 𝒄𝒊𝑳𝒕−𝒊 + ∑ 𝒅𝒊 𝑷𝒕−𝒊 + v …② 

 

𝑷𝒕: 現在の地価 

𝑷𝒕−𝒊: i 期前の地価 

𝑳𝒕: 現在の住人属性 

𝑳𝒕−𝒊: i 期前の住人属性 

u,v: 誤差項 

 

                                                   
11 職業に関する変数であるが、平成１９年に産業大分類が改定されたため、時系列で得られるデータとして改訂の影響

を受けていない「建設業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「医療・福祉」、「公務」の４変数のみが使用可能である。 
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左辺は現在の値、右辺は過去の値である。因果関係とは過去の事象が現在の事象を引き

起こすから因果関係なのであり、その逆ではない。上記の数式は現在の値を過去の値で

説明するという形になっている。①式は現在の地価を被説明変数とし過去の地価と過去

の住人属性の値を説明変数としたものであり、②式は現在の住人属性を被説明変数とし

過去の住人属性の値と過去の地価を説明変数としたものである。 

言い換えると①式では i期前に住人属性の値が高かったことが現在の地価を下げること

につながるのか上げることにつながるのかを見ていることになる。②式はその逆である。 

ここで帰無仮説𝐻0、対立仮説𝐻1をたて F 検定を援用することにより因果関係を調べ

ることができる。①式の場合、現在の地価を過去の地価のみで説明した場合と過去の地

価と過去の住人属性で説明した場合を比較して後者の方が統計的に有意な範囲で説明

の精度が上がればグレンジャーの因果関係があるという。 

 

𝐻0: 𝒃𝟏 = 𝒃𝟐 = ⋯ = 𝒃𝒏 = 𝟎 

𝐻1: 𝒃𝟏, 𝒃𝟐, … , 𝒃𝒏のうち少なくともひとつは 0 でない 

 

F = 
(𝑹𝒔𝒔 −𝑼𝒔𝒔)/𝒑

𝑼𝒔𝒔/(𝒏−𝒌)
 

 

𝑹𝒔𝒔: 𝐻0が正しいとした場合の残差平方和 

𝑼𝒔𝒔: 𝐻1が正しいとした場合の残差平方和 

𝒑: モデルの次数 

𝒏: サンプル数 

𝒌: 変数数 

 

 

グレンジャーの因果関係は厳密な意味での因果関係ではなく、上記の数式によって定

義された因果関係であることには注意が必要であるが、ここで調べようとしている地価

によって住人・世帯属性が変動するのか、住人・世帯属性が変化することによって地価

が変動するのかを調べることはできる。 

今回の分析ではデータの制約上、地価と住人属性・世帯属性の９変量で i＝１、t = 2010

年、t－１＝2005 年12の場合となる。 

 

 

 

                                                   
12 地価データについては 2005 年のデータがないため、2008 年の地価データを代用した。 
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４－２ パネルデータ 

地価のデータであるが、同じ土地の時系列データを得ることが難しく、町丁目ごとに

単位面積あたりの地価データを集計し擬似パネルデータをつくり使用した。ヘドニッ

ク・アプローチでは土地ごとの単位面積あたりの価格を使用したが、ここでの分析は町

丁目ごとに集計した単位面積あたりの平均地価を使用する。 

 

 

図４－１ パネルデータ 

 

 

図４－２ 時系列の地価データの得られた土地サンプルの分布 

2010年町丁目iの地価 =

= 

2008年の町丁目iに含まれる地価データ2010年の町丁目iに含まれる地価データ

: 町丁目iに含まれる各土地の地価 : 町丁目iに含まれる各土地の地価

2008年町丁目iの地価 =

= 
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町丁目によっては土地サンプルのないものや 2010 年のデータはあるが 2008 年のデ

ータがないものなどがあり、最終的に時系列で地価データを得られたサンプル数（町丁

目数）は 485 である（図４－２）。これら 485 のサンプルを使用してグレンジャーの因

果性検定を行った。今回の場合、９変数、タイムラグ i はデータの制約上ひと区間であ

る。 

 

𝑷𝒕   = 𝒂𝑷𝒕−𝟏 + ∑ 𝒃𝒌 𝑳𝒌,𝒕−𝟏 + 𝑢 … ① 

𝑳𝟏,𝒕 = 𝒄𝑷𝒕−𝟏 + ∑ 𝒅𝒌,𝒊𝑳𝒌,𝒕−𝟏 + 𝒗 … ② 

⋮  

𝑳𝟖,𝒕 = 𝒆𝑷𝒕−𝟏 + ∑ 𝒈𝒌,𝒊𝑳𝒌,𝒕−𝟏 + 𝒘 … ⑨ 

 

𝑷𝒕: 2010 年の地価 𝑷𝒕−𝟏: 2008 年の地価 

𝑳𝟏,𝒕: 2010 年の若者率 𝑳𝟏,𝒕−𝟏: 2005 年の若者率 

𝑳𝟐,𝒕: 2010 年の持ち家率 𝑳𝟐,𝒕−𝟏: 2005 年の持ち家率 

𝑳𝟑,𝒕: 2010 年の建設業 𝑳𝟑,𝒕−𝟏: 2005 年の建設業率 

𝑳𝟒,𝒕: 2010 年の電気・ガス・熱供給・水道業 𝑳𝟒,𝒕−𝟏: 2005 年の電気・ガス・熱供給・水

道業 

𝑳𝟓,𝒕: 2010 年の医療・福祉 𝑳𝟓,𝒕−𝟏: 2005 年の医療・福祉 

𝑳𝟔,𝒕: 2010 年の公務 𝑳𝟔,𝒕−𝟏: 2005 年の公務 

𝑳𝟕,𝒕: 2010 年の高齢者夫婦世帯率 𝑳𝟕,𝒕−𝟏: 2005 年の高齢者夫婦世帯率 

𝑳𝟖,𝒕: 2010 年の高齢者単身世帯率 𝑳𝟖,𝒕−𝟏: 2005 年の高齢者単身世帯率 



 

 

表４－１ パラメーター（回帰係数）推定値（（－１）は１期前を表す。（）内は t値） 

 

方程式 
地価 

（－１） 

若者率 

（－１） 

持家率 

（－１） 

建設業 

（－１） 

電気・ガス・熱供給 

・水道業（－１） 

医療・福祉 

（－１） 

公務 

（－１） 

高齢者夫婦 

（－１） 

高齢者単身 

（－１） 

地価 0.9499  0.0143  0.0024  -0.0013  0.0247  -0.0098  -0.0036  0.0015  0.0107  

 
(74.6516)  (3.2200)  (2.3633)  (-0.3123)  (0.8534)  (-1.4097)  (-0.4525)  (0.2413)  (1.8622)  

若者率 0.4671  0.6132  0.0568  0.2396  0.2035  0.0516  -0.0627  -0.1197  -0.0373  

 
(3.6189)  (13.6542)  (5.4821)  (5.7511)  (0.6926)  (0.7352)  (-0.7737)  (-1.8731)  (-0.6396)  

持家率 -0.4014  0.2660  0.8757  0.0137  -0.2005  -0.1255  0.0061  0.5418  -0.1915  

 
(-1.6771)  (3.1947)  (45.5536)  (0.1767)  (-0.3680)  (-0.9645)  (0.0407)  (4.5735)  (-1.7724)  

建設業 -0.0850  0.0341  0.0055  0.6810  -0.1781  -0.0144  0.0125  0.0664  0.0134  

 
(-1.9935)  (2.2958)  (1.5935)  (49.4806)  (-1.8351)  (-0.6195)  (0.4677)  (3.1472)  (0.6980)  

電気・ガス・熱供

給・水道業 
-0.0008  -0.0016  0.0013  0.0026  0.7167  0.0035  0.0079  -0.0013  0.0045  

 
(-0.0524)  (-0.3090)  (1.0882)  (0.5441)  (21.6692)  (0.4417)  (0.8672)  (-0.1785)  (0.6832)  

医療・福祉 -0.0573  0.0676  -0.0025  0.0141  0.1857  0.6443  0.0035  0.1815  0.0108  

 
(-1.2150)  (4.1231)  (-0.6532)  (0.9255)  (1.7297)  (25.1374)  (0.1199)  (7.7776)  (0.5070)  

公務 0.0009  0.0129  -0.0044  0.0128  -0.0611  0.0345  0.7403  0.0331  -0.0286  

 
(0.0283)  (1.1786)  (-1.7382)  (1.2677)  (-0.8558)  (2.0223)  (37.6054)  (2.1306)  (-2.0201)  

高齢者夫婦 -0.0678  0.0330  0.0089  0.0236  -0.0090  0.0171  -0.0106  0.7942  -0.0348  

 
(-1.3651)  (1.9074)  (2.2398)  (1.4717)  (-0.0794)  (0.6323)  (-0.3391)  (32.3039)  (-1.5513)  

高齢者単身 0.1972  0.0378  -0.0350  0.0610  0.0212  -0.0633  -0.0679  0.2272  0.7312  

  (2.1808)  (1.2007)  (-4.8221)  (2.0880)  (0.1029)  (-1.2875)  (-1.1966)  (5.0748)  (17.9125)  

45 



 

 

 

表４－２ グレンジャーの因果性検定結果 

 

結果変数 地価 若者率 持家率 建設業 

電気・ガ

ス・熱供

給・水道

業 

医療・福

祉 
公務 

高齢者夫

婦世帯率 

高齢者単身

世帯率 

地価 
 

10.36849***  5.58529**  0.09753  0.72824  1.98723  0.20476  0.05823  3.46761*  

若者率 13.09625***  
       

 

持家率 2.81268*  
        

建設業 3.97410**  
        

電気・ガス・熱供給・

水道業 
0.00274  

        

医療・福祉 1.47613  
        

公務 0.00080  
        

高齢者夫婦世帯率 1.86338  
        

高齢者単身世帯率 4.75595**                  

 

有意水準 1％ ‘***’  5％ ‘**’ 10％ ‘*’ 

𝐹0.01(1, 476) ~ 6.635  

𝐹0.05(1, 476) ~ 3.841  

𝐹0.1 (1, 476) ~ 2.716  
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４－３ グレンジャーの因果性検定 分析結果 

 

表４－１は①式から⑨式のパラメーター推定値である。表４－２はそれぞれの式にお

いてグレンジャーの因果性検定を行った結果である。「地価」から住人属性・世帯属性

への影響であるが、有意な結果となっているものとして、「若者率」、「持ち家率」、「建

設業」、「高齢者単身世帯率」が有意な結果となっており、「地価」によってそれらの値

が変動することがわかる。過去に「地価」が低い地域では将来「建設業」と「持ち家率」

が増え、過去に「地価」が高い地域では将来「若者率」と「高齢者単身世帯率」が高く

なるという結果となった。 

また、本研究において住人属性・世帯属性から地価への影響を調べることに主眼をお

いているが、結果をみると「若者率」、「持ち家率」、「高齢者単身世帯率」が有意な結果

となっている。過去に「若者率」、「持ち家率」、「高齢者単身世帯率」が高い地域では将

来地価が上昇するということがわかった。 
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五章 結論と今後の課題 

 

 

５－１ 結論 

本研究においてヘドニック・アプローチにより３種類の分析を行った。ひとつは東京

都 23 区すべてを対象とした分析（条件付けを行わない分析）、二つ目は 23 区の中で高

齢者率が高い地域のみを対象とした分析、最後に居住系地域を対象とした分析である。 

表５－１はそれぞれの分析における回帰係数の符号をまとめたものである。 

 

 

表５－１ ヘドニック・アプローチによる回帰係数の符号（空欄は有意でないもの） 

変数名 条件付なし 高齢者率の高い地域 居住系地域 

持ち家率 - - - 

有配偶者率 
  

+ 

若者率 
 

- 
 

高齢者率 
  

- 

大学卒業者率 + + + 

建設業 - - - 

製造業 - - - 

電気・ガス・熱供給・水道業 - - 
 

情報通信業 - 
 

- 

運輸業、郵便業 - 
  

卸売業、小売業 - + - 

金融業、保険業 
 

+ + 

不動産業、物品賃貸業 + + + 

学術研究、専門・技術サービス業 + 
 

+ 

宿泊業、飲食サービス業 - - - 

生活関連サービス業、娯楽業 - - - 

教育、学習支援業 
 

+ 
 

医療、福祉 + 
 

+ 

複合サービス事業 + - + 

サービス業（他に分類されないもの） - 
 

- 

公務（他に分類されるものを除く） - - - 

韓国・朝鮮 - - - 

中国 + + + 
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フィリピン - 
 

- 

タイ + - + 

インドネシア 
   

ベトナム 
  

+ 

イギリス 
 

+ 
 

アメリカ + 
 

+ 

ブラジル + 
 

+ 

ペルー - 
 

- 

６歳未満の子供のいる核家族世帯

率 
+ - + 

高齢者がいる３世代世帯率 - - - 

高齢者夫婦世帯率 + + + 

高齢者単身世帯率 -   - 

 

 

５－１－１ 条件により価値が変動しない変数 

ほとんどの変数が条件により符号が変動するが、３つの分析を通して符号が変わらな

かった変数がいくつかある。 

３つの分析を通してプラスの価値を有する傾向があるものは「大学卒業者率」、「不動産

業・物品賃貸業」、「中国」、「高齢者夫婦世帯率」であった。 

一方、マイナスの価値を有する傾向があるものは、「持ち家率」、「建設業」、「製造業」、

「宿泊業・飲食サービス業」、「生活関連サービス業・娯楽業」、「公務」、「韓国・朝鮮」

という結果となった。 

 

 

５－１－２ 条件により価値が変動する変数 

今回使用した変数のうちの多くが地域の条件によりその価値を変動させることがわ

かった。 

「有配偶者率」は居住系地域においてのみプラスの価値を有する傾向があり、「若者

率」は高齢者率が高い地域においてのみマイナスの価値を有する傾向があり、「高齢者

率」は居住系地域においてのみマイナスの価値を有する傾向がある。 

また、職業に関する変数のうち、条件付けを行わなかった場合に「電気・ガス・熱供

給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業・郵便業」、「卸売業・小売業」、「サービス業」は

マイナスの価値を有する傾向があるが、条件によってはマイナスが打ち消される、もし

くはプラスの価値に転じる傾向があることがわかった。国籍に関する変数のうち、「フ

ィリピン」、「ペルー」も同様のことが言える。 
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世帯属性に関する変数のうち「高齢者単身世帯率」であるが、条件付けなし、居住系地

域においてはマイナスの価値を有する傾向があるが、高齢者率の高い地域においてはマ

イナスが打ち消される傾向がある。 

逆に、条件付けを行わない場合にプラスの価値を有する傾向があるが条件によっては

マイナスの価値を有する傾向があるものとして、「複合サービス事業」、「タイ」、「6 歳

未満の子供のいる核家族世帯率」が挙げられる。これらの変数は高齢者率が高い地域に

おいてマイナスの価値に転じる傾向があることがわかった。 

 

 

５－１－３ 地価の変動の原因となる変数 

「若者率」、「持ち家率」、「高齢者単身世帯率」が地価の変動の原因になる変数である

ことがわかった。この三つの変数の値が高い地域では将来その場所の地価が高くなるこ

とがわかった。 

 

 

５－１－４ 総括 

本研究において３つの条件のもとでヘドニック・分析をおこなった。これにより住人

属性・世帯属性の価値は地域の条件によってその価値を変化させることがわかった。例

えば、高齢者単身世帯率は 23 区全体、居住系地域においては負の価値を有する傾向に

あるが、高齢者率が高い地域においてはその負の価値が打ち消される傾向がある。つま

り、ここから地域と住人属性・世帯属性には相性のようなものがあり、すべての居住者

にとって適切な混在の在り方を探っていくことができる可能性があると言える。また、

地価の変動に影響を及ぼす変数もあり、重要な指標であると言える。 

 

 

 

５－２ 今後の課題 

本研究では、地域の住人属性・世帯属性を環境としてとらえ、その価値を分析してきた。 

研究の性質上、住人属性・世帯属性の純粋な価値を推定するために（代理変数として働

かないようにするために）変数が多くなることはやむを得なかった。それにより三章の

条件付きヘドニック分析では、核家族世帯率が高い地域や単身世帯率が高い地域に絞っ

た分析も行う予定であったが、変数間の VIF が高く、モデルが不安定になり、分析を

断念せざるをえなかった。住人属性・世帯属性に関する変数は条件によりその価値を変

化させるが、より細かい条件においてさらなる分析をすることが望まれるだろう。 

また、住人属性・世帯属性の変数に関して、データの制約上得られないデータも数多く

あり、まだ重要な変数があると考えられる。  
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